認知症対応型共同生活介護（南房総市）

認知症対応型共同生活介護（運営基準等）
１　定義及び基本方針
	認知症対応型共同生活介護
	（定義）

　認知所対応型共同生活介護について、介護保険法第８条第２０項では、「要介護者であって認知症である者（その者の認知症の原因となる患者が急性の状態にある者を除く。）について、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。」と定められている。
（基本方針）
　家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにする。



	介護予防認知症対応型共同生活介護
	（定義）

　介護予防認知症対応型共同生活介護について、介護保険法第８条の２第１５項では、「要支援者であって認知症であるものについて、その共同生活を営むべき住居において、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことをいう。」と定められている。※要支援２に限る
（基本方針）

　家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援や機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す。




２　人員基準

	介護従業者
	共同生活住居ごとに

（日中）
利用者３人に対して１人以上
（夜間・深夜）

夜勤職員１人以上
※１人以上は常勤でなければならない。 

	計画作成担当者
	（1）共同生活住居ごとにおくこと 

（2）保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し、知識及び経験を有する者であること 

（3）厚生労働大臣が定める研修を修了していること 

「実践者研修」又は「基礎課程」 

（4）専らその職務に従事する者であること 

ただし利用者の処遇に支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務もしくは管理者との兼務が可能とする 

（5）計画作成担当者のうち少なくとも１人は介護支援専門員を持って充てなければならない。ただし、次の場合は介護支援専門員を置かないことができる。 

併設する小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員との連携により当該認知症対応型共同生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないとき

（6）介護支援専門員以外の計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員等として、認知症高齢者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有するものを充てること 

	管理者
	（1）共同生活住居（ユニット）ごとに配置すること
（2）常勤であること
（3）専ら管理者の職務に従事する者であること
ただし、次の場合は、兼務が可能（ユニットの管理上支障がない場合に限る）
①当該共同生活住居の他の職務に従事する場合
②同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合
③併設する小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する場合
（4）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有すること
（5）厚生労働大臣が定める研修を修了していること
「認知症対応型サービス事業管理者研修」

	代表者
	（1）以下のいずれかの経験を有していること

①特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター等の従業者として認知症である者の介護に従事した経験。
②保健医療サービス又は福祉サービスの経験に携わった経験。

（2）厚生労働大臣が定める研修を終了していること

「認知症介護サービス事業開設者研修」


３　設備基準

	共同生活住居

	１つの事業所に２つまで
入居定員５人以上９人以下

	居室


	個室であること（定員原則１人）

床面積７.４３㎡以上）

	居間

食堂

台所

浴室

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備


	（1）居間・食堂・台所・浴室・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること 

（2）居間及び食堂は同一の場所にできる 

①居間及び食堂は同一の場所にできるが、その場合もそれぞれの機能が独立していることが望ましい 

②１つの事業所に複数の共同生活住居を設ける場合でも、居間、食堂、台所については、各共同生活住居ごとに専用でなければならない 

③管理上支障がない場合は、事務室については、兼用であっても差し支えない 

（3）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

①消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置すること 

②たばこ、ライター等の適切な管理や消火・避難訓練の徹底など、防火体制の強化を図ること 

	立地
	※上記のほか、利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしなければならない。


４　その他

	短期利用共同生活介護
	（1）以下の施設基準を満たすものとして、事前に市町村長に届出を行うことが必要です 

①３年以上事業を行っている事業所で行うことができる 

②定員の範囲内で空き居室や専用居室を利用する 

③１ユニットに１名まで 

④あらかじめ３０日以内の利用期間を定める 
⑤必要な職員の資質が確保されていること 

（2）次のいずれかを受講した職員が配置されていること 

認知症介護実践研修（実践リーダー研修）
※給付管理対象サービスとなるため、居宅介護支援事業所のケアマネジャーが作成するケアプランに基づくサービス提供となります 


５　運営基準（主なものを掲載）
	第三者評価
	事業者は、自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。
事業者は、各都道府県の定める基準に基づき、まず自ら評価を行った上で、各都道府県が選定した評価機関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえて総括的な評価を行い、常に提供するサービスの質の改善を図らなければならない。 

また、評価結果を入居者及びその家族へ提供するほか、事業所の見やすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法などにより、開示しなければならない。


	認知症対応型共同生活介護計画の作成

	（1）事業所の管理者は、計画作成担当者に、認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

（2）認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護の活用、地域における活動への参加の機会の提供等により、
利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。 

（3）計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の介護従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型共同生活介護計画を作成しなければならない。 

（4）計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

（5）計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該計画を利用者に交付しなければならない。 

(6)計画作成担当者は、計画の作成後においても、他の介護従業者及び利用者が計画に基づき利用する他の指定居宅サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて計画の変更を行う。 

	入退居の際の措置

	（1）入居に際しては、主治の医師の診断書等により入居申込者が認知症であることの確認をしなければならない。 

（2）入居申込者の入居に際しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければならない。 

（3）退居の際には、利用者及び家族の希望を踏まえた上で、退去後の生活環境や介護の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行わなければならない。 

（4）利用者の退居に際しては、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等への情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

	利用料等の受領

	（1）事業者は、利用料のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。
①食材料費
②理美容代
③おむつ代
④上に掲げるもののほか、指定認知症対応型共同生活介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用
（2）事業者は、上記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

	利用者の病状の急変等緊急時における主治医への連絡等の対応
	従業者は、現に指定認知症対応型共同生活介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ当該認知症対応型共同生活介護事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。

	協力医療機関等
	（1）事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかねばならない。
（2）事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
（3）事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。

	地域との連携等
	（1）事業者は、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、事業所が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、地域住民の代表者等により構成される協議会（運営推進会議）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けなければならない。 

（2）事業者は、報告、評価、要望、助言等について記録を作成するとともに、それを公表するものとする。 

（3）事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

（4）事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定認知症対応型共同生活介護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

	非常災害対策

	非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しておくとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。


６　Ｑ＆Ａ

	計画作成担当者は、他の事業所との兼務は可能か。

介護支援専門員である計画作成担当者は、当該共同生活住居における他の職務を除き、兼務することはできない。（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第９０条第６項）

計画作成担当者は非常勤でよいか。その場合の勤務時間の目安はあるか。

非常勤で差し支えない。勤務時間は事業所によって異なるが、当該事業所の利用者に対する計画を適切に作成するために、利用者の日常の変化を把握するに足る時間の勤務は少なくとも必要である。

計画作成担当者のユニット間の兼務は可能か。

各共同生活住居（ユニット）に、それぞれ配置することとなっているので、他の共同生活住居と兼務はできない。（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第９０条第６項）

例えば、２ユニットの場合、２人の計画作成担当者が必要となるが、２人とも介護支援専門員であることが必要か。

計画作成担当者のいずれか１人が、介護支援専門員の資格を有していれば足りる。
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